（様式Ａ）

　　年　　月　　日

球磨村長　柳詰 正治　様





 　      [提案者]

　     　住　　所




　　　   商　　号





　　　   代表者名　　　　　　   　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
[機器製造メーカ]

　     　住　　所




　　　   商　　号





　　　   代表者名　　　　　　   　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
機器製造メーカの納入誓約書
　球磨村デジタル防災行政無線（同報系）施設整備工事に係る公募型プロポーザル実施要項４項(11)①について、下記のとおり誓約します。

記

１　誓約事項

　(1)　製造する機器は、「球磨村デジタル防災行政無線（同報系）施設整備工事仕様書」に示す防災行政無線関係装置の性能、機能を満たすものであること。

　(2)　製造する機器及び数量は、「球磨村デジタル防災行政無線（同報系）施設整備工事仕様書」及び「同工事設計書」に示す数であること。

(3)　機器の納期は、球磨村からの指示がない限り、平成32年（2020年）1月末に納入すること。

(4)　球磨村が実施する機器製造工場検査には、機器製造メーカが立ち会い、各試験、成績の説明を行うこと。

(5)　同検査において、手直し等が発生した場合、機器製造メーカの責任においてそれを実施すること。

(6)　(1)～(5)に係る費用負担は、提案者及び機器製造メーカで行い、球磨村は一切負担しない。但し、機器製造工場検査の旅費は球磨村で負担する。

２　その他

　(1)　製造する機器の機能及び数量は、契約交渉時において変更となる場合がある。

(2)　本プロポーザル期間中及び工事期間中において、本実施要項11項(1)～（4）に該当した場合又は工事不履行等において球磨村に不利益が生じた場合、その責任及び補償は本プロポーザル提案者の代表者にあるものとする。

（様式Ｂ）

　　年　　月　　日

球磨村長　柳詰 正治　様





 　      [提案者]

　     　住　　所




　　　   商　　号





　　　   代表者名　　　　　　   　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
[機器製造メーカ]

　     　住　　所




　　　   商　　号





　　　   代表者名　　　　　　   　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
機器製造メーカの技術支援に係る誓約書

　球磨村デジタル防災行政無線（同報系）施設整備工事に係る公募型プロポーザル実施要項４項(11)②について、次のとおり誓約します。

記

１　誓約事項

(1)　工事期間中における防災行政無線施設の製造機器の調整、設定、総合試験は機器製造メーカで行い、工事期間中、当該施設において不具合等が生じた場合は、機器製造メーカの責任においてそれを解決すること。

(2)　工事期間中、製造された機器の性能、操作性等に対して球磨村が疑義を持ち、説明を求める場合、機器製造メーカにおいてその対応を図ること。

(3)　工事期間中、製造機器に係る事項について工程会議等で協議を行う場合、機器製造メーカもその会議に立ち会うこと。

(4)　機器製造メーカは、工事期間中、防災行政無線部の工事全般に亘り、提案者の技術的な支援を行いそれを補うこと。

(5)　上記に係る費用負担は、提案者及び機器製造メーカで行い、球磨村は一切負担しない。

２　その他

　　本プロポーザル期間中及び工事期間中において、本実施要項11項(1)～（4）に該当した場合又は工事不履行等において球磨村に不利益が生じた場合、その責任及び補償は本プロポーザル提案者の代表者にあるものとする。

（様式Ｃ）

　　年　　月　　日

球磨村長　柳詰 正治　様





 　      [提案者]

　     　住　　所




　　　   商　　号





　　　   代表者名　　　　　　   　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
[機器製造メーカ]

　     　住　　所




　　　   商　　号





　　　   代表者名　　　　　　   　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
不具合、改修等における機器製造メーカの対応に係る誓約書

　球磨村デジタル防災行政無線（同報系）施設整備工事に係る公募型プロポーザル実施要項４項(11)③について、次のとおり誓約します。

１　誓約事項

(1)　施設完成後、機器の不具合、無線回線の異常が生じた場合、機器製造メーカは保守者を技術支援すると共に誠意をもってその解決に努めること。

(2)　自然災害等において、施設の運用に支障を来す故障又は破損が生じた場合、機器製造メーカは保守者と迅速な対応を図り、施設の復旧に努めること。
２　その他

　　工事完成後、当該施設を保守する者が機器製造メーカである場合、本誓約書の効力はその時点で失効する。

　

1

